
1  はじめに
厚生労働省による平成 29 年労働安全衛生調査では，

「強いストレスとなっていると感じる事柄がある労働者
割合の推移」を見ると，平成 24 年度の 60 .9% から減少
したものの，依然として6割程度を維持している1)．また，
過去 1 年間にメンタルヘルス不調により連続1 か月以上
休業した労働者の割合は 0 .4％存在し1)，2006年には「心
の健康問題により休業した労働者の職場復帰支援の手引
き」（2009年改訂）2）が公表され，2016年には「事業場に
おける治療と職業生活の両立支援のためのガイドライ
ン」3) も公表された．

このような状況から，事業場のメンタルヘルス対策の
推進のために，大阪産業保健総合支援センターは，大阪
府下の精神科専門医療機関における事業場のメンタルヘ
ルス対策への取り組みと職場復帰支援のサービス提供に
ついて調査を行い4)，その結果を事業場に提供している．
また，事業場のメンタルヘルス対策における医療機関と
の連携を促進することを目的に，「大阪版事業場のここ
ろの健康専門家ガイド」（以下ガイド）を作成し，公開し
ている（http://osakas.johas.go.jp/kokoro/）．

ガイドにおいて提供している情報は，大阪府下におけ
る精神科専門医療機関181件の主な診療対象疾患，予約

の必要性，心理士，精神保健福祉士など医師以外の専門
職の存在，職場のメンタルヘルスへの対応，復職（リワ
ーク）支援サービスの提供などについてである．しかし，
こういった情報を産業保健総合支援センターが提供した
場合に，実際どの程度の事業場が認知し，活用している
のかは不明であり，また活用に至るのはどのような事業
場であるのかは分かっていない．産業保健総合支援セン
ターが有効に事業場に情報を提供するためにも，ガイド
を試用するに至る事業場の要因を明確にする必要があ
る．

本研究の目的は，大阪府下の事業場におけるガイドの
活用状況を調査し，ガイドの利用に至る事業場の職場の
メンタルヘルス対策の取り組みの要因を検証することで
ある．事業場と地域の専門医療機関との連携を促進する
要因を明確にすることは，産業保健総合支援センター等
の機関からの事業場への効果的な情報発信につながるこ
とが期待できる．

2  方法
1）対象事業場

調査の対象事業場は，大阪産業保健総合支援センター
所有の企業リストから情報誌「産業保健 21」の送付先
を中心に 1,200 件を抽出し，調査者からの呼びかけによ
り協力の得られた大阪府下の建築健康保険加入事業場
49 件を加えた計 1,249 件を選定した．2017 年 7 月から 9
月において，ガイドの存在について知っているかどうか，
利用したことがあるかについてベースライン調査した結
果，369 件から回答を得た．369 件のうち，ガイドの利
用経験がないという回答の 336 件を対象として，2017
年 10 月から 12 月において，ガイドの使用マニュアルの

Title:03_12_JOSH-2019-0016-CHO.indd　p145　2019/09/20/ 金 18:46:20

｢労働安全衛生研究｣，Vol. 12 , No. 3 , pp. 145‒151 , (2019 )

「大阪版事業場のこころの健康専門家ガイド」試用に至る事業場の
メンタルヘルス対策状況

廣 川 空 美*1 , *2，大　脇　多美代*2，大 平 哲 也*3，茂 松 茂 人*2

大阪産業保健総合支援センターは，大阪府下の精神科専門医療機関における事業場のメンタルヘルス対策
への取り組みと職場復帰支援のサービス提供について，「大阪版事業場のこころの健康専門家ガイド」（以下ガイ
ド）を公開している．本研究の目的は，ガイドを活用するに至る事業場のメンタルヘルス対策の状況を明確に
することである．大阪府下の1 ,249件の事業場を対象に，ガイドの利用経験の有無を調査し，回答を得た369件
のうち，ガイドの利用経験がない事業場336件を選定した．336件に対し，ガイドの試用を勧め，試用後に郵送
調査を実施した．その結果，214件（回収率63 .9%）から回答を得た．ガイドの試用の有無について回答のあっ
た 208 件を解析対象として，産業保健スタッフの有無，職場のメンタルヘルス体制，家族との連携，職場復帰
支援体制の状況と，ガイド試用の有無との関連についてロジスティック回帰分析を行った．ガイドの試用に至
ったのは113件，試用の無かったのは95件であった．保健師の存在，職場のメンタルヘルス相談窓口と管理監
督者の連携，教育研修の実施，家族への連絡，職場復帰の際の業務上の配慮が関連しており，特に保健師の存
在する事業場で試用が多く(OR = 2 .34 , 95% CI: 1 .02 -5 .39)，管理監督者の連携が取れていない事業場で試用が
少なかった(OR = 0 .22 , 95% CI: 0 .07 -0 .65)．事業場と医療機関との連携を促進するためには，保健師に対する
情報提供が重要であることが示唆された．
キーワード：職場のメンタルへルス, 産業保健スタッフ, 保健師, 管理監督者との連携, 職域と臨床域の連携, 

情報提供

原稿受付　2019年 5 月14日（Received date: May 14, 2019）
原稿受理　2019年 7 月10日（Accepted date: July 10, 2019）
J-STAGE Advance published date: August 21, 2019

*1 梅花女子大学
*2 大阪産業保健総合支援センター
*3 福島県立医科大学

連絡先：〒567-8578　大阪府茨木市宿久庄2丁目19-5
梅花女子大学看護保健学部　廣川空美
E-mail: k-umi@umin.ac.jp
doi: 10.2486 /josh.JOSH-2019-0016-CHO

調査報告



配布と，試用を求め，試用した後の評価を求める追跡調
査を実施した．2017 年 12 月までに回答のあった事業場
は214件（回収率63 .9%）であり，ガイドの使用の有無
に回答のあった208件を解析対象とした．
2）調査票

職場のメンタルヘルス対策や地域の専門医療機関との
連携に関するベースライン調査の項目は，事業場の産業
保健スタッフから医療機関に対するニーズ調査5) を参考
に作成した．これに家族との連携に関する調査項目を追
加し，ガイドの利用状況に関する項目を加えた．調査項
目は，常勤の産業保健スタッフの存在として，産業医，
保健師，看護師，心理士，人事労務，衛生管理者につい
て尋ねた．メンタルヘルス対策の導入状況については，
心の健康づくり計画の作成（「はい」「いいえ」），メンタ
ルヘルス対策の方針（「はい」「いいえ」），ストレスチェ
ックの実施（「はい」「準備中」「実施の予定なし」）などに
ついて尋ねた．相談窓口との連携については，相談窓口
と産業保健スタッフとの連携（「はい」「いいえ」「どちら
でもない」），管理監督者との連携（「はい」「いいえ」「ど
ちらでもない」）などについてできているかどうかを尋
ねた．職場と医療機関との連携（「はい」「いいえ」「どち
らでもない」），職場と家族との連携ができているかどう
か（「はい」「いいえ」）についても尋ねた．職場復帰支援
については，復職支援のルールが整えられているか（「は
い」「いいえ」「どちらでもない」），産業医による復職前の
面談の実施（「はい」「いいえ」「どちらでもない」），職場
復帰後のフォローアップの実施（「はい」「いいえ」「どち
らでもない」），復職に際しての業務上の配慮（「はい」「い
いえ」「どちらでもない」）などについて尋ねた．

追跡調査については，ガイドの試用の有無と，ガイド
を試用した場合は，役立つと思うかについて，「全く役
立たない（1）」から「とても役立つ（5）」の5段階で評
価を求めた．詳細な質問項目については報告書に記載さ
れている6). 
3）手続き

調査はすべて郵送により実施し，調査の内容を文章に
て説明し，参加することに同意の得られた場合，自己記
述式の調査票に記入後，期日までに返信することを求め
た．
4）倫理的配慮

本研究の実施については，労働者健康安全機構産業保
健調査研究倫理審査委員会（受付番号 14）による審査
を経て，承認を受けた上で実施した．調査については無
記名調査とし，調査対象の事業場は連結可能な ID 番号
により管理して行った．
5）統計的分析

結果の集計は，回答ごとに度数（n）と割合（%）を
算出した．ガイドの試用の有無による 2群間の比較をク
ロス集計で行った．試用の有無による 2群に偏りがある
かどうかについて，χ2 検定を行い，その結果が有意であ
った場合，調整済み残差を算出した．ガイドの試用の有
無と関連が示されたベースライン調査における職場のメ

ンタルヘルス対策の状況を予測変数として，ガイドの試
用との関連についてロジスティック回帰分析を行った．

全ての解析はSPSSver24を用いて行った．有意水準は
p < 0 .05とした．

3  結果
208件の回答が得られた事業場の業種は，製造業が最

も多く 38% であった（表 1）．調査票への回答者は人事
労務が最も多く45 .2%であった（表 1）．事業場規模は，
100人未満が50件（24 .0%），100人以上500人未満が81
件（38 .9%），500人以上が58件（27 .9%）であった（表2）．

事業場規模による「ガイド」の試用の有無の割合を
表2に示している．χ2 検定の結果，事業場規模による「ガ
イド」試用の有無について，規模が大きい企業ほど試用
する傾向がみられたが有意差はなかった（χ2 = 7 .64, df 
= 3, p = 0 .054）．100人未満の事業場には50人未満の小
規模事業場が20件（9 .6%）含まれており，50人未満の
事業場で試用があったのは 9 件（45 .0%）と 50 人以上
100人未満の事業場と同様であった．

専門職の存在と「ガイド」の試用についての関連を
図1に示している．常勤の産業保健スタッフについては，
保健師の存在する事業場で「ガイド」の試用が多かった

（χ2 = 5 .53, df = 1, p = 0 .020）．職場のメンタルヘルス対
策と「ガイド」の試用について，有意な関連のあった項
目を図2に示している（その他の主な項目についての結
果は付録 1 と付録 2 を参照）。メンタルヘルス対策の導
入状況については，「ガイド」の試用の有無と有意な関

事業場の業種

製造業

建設業

卸売業・小売業

医療・福祉

サービス業（その他）

研究・技術サービス業

情報通信業

運輸業

教育・学習支援業

金融業・保険業

不動産業

電気・ガス・水道業

宿泊業、飲食サービス業

その他

無記入

合計

記入者の職種

産業医

保健師

看護師

事業主

人事労務担当

衛生管理者

その他

表1　解析対象の事業場の業種と記入者の職種
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連は示されなかった．相談窓口との連携については，管
理監督者との連携がある事業場において「ガイド」の試
用が多いことが示された（χ2 = 6 .27, df = 2, p = 0 .043）．
教育研修を実施している事業場で「ガイド」の試用が多
いことも示された（χ2 = 7 .35, df = 1, p = 0 .009）．医療機
関との連携については「ガイド」試用との関連は示され
なかったが，家族との連携については，連絡をとる必要
性があった事業場で試用が多いことが示された（χ2 = 
7 .77, df = 1, p = 0 .008）．復職支援については，業務上
の配慮をしている事業場で「ガイド」の試用が多いこと
が分かった（χ2 = 6 .83, df = 2, p = 0 .033）．

これらの職場のメンタルヘルス対策の状況と「ガイド」
試用との関連について検証した結果（表 3），保健師の
存在する事業場が「ガイド」試用を促進していることが
示された（OR = 2 .34, 95%CI: 1 .02 － 5 .39）．また，相
談窓口と管理監督者の連携はどちらでもないという事業
場では，「ガイド」試用に至りにくいことも示された(OR 

= 0 .22, 95%CI: 0 .07－0 .65)．
「ガイド」を試用した事業場による評価を図 3 に示し

ている．「まずまず役立つ」が最も多く 68% で，「かな
り役立つ」（8%）と合わせて76%となり，「全く役立たな
い」は0%であった．

100人未満

100人以上500人未満

500人以上

無記入

合計

試用あり 試用なし 合計

表2　事業場規模と「ガイド」の試用の有無

保健師の存在

管理監督者との連携

　なし

　どちらでもない

教育研修の実施

家族との連絡

職場復帰の業務上の配慮

　なし

　どちらでもない

Odds比

表3　 「ガイド」利用を予測する変数

0%
10%
20%
30%
40%
50%
60%
70%
80%
90%

100%
試用あり 試用なし

p = 0.12 p = 0.020 p = 0.073 p = 0.51 p = 0.68 p = 0.76

図1　専門職の存在と「ガイド」試用の有無の関連
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試用あり 試用なし

p = 0.043 p = 0.009 p = 0.043 p = 0.033

図2　職場のメンタルヘルス対策と「ガイド」試用の有無との関連
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4  考察
本研究の結果，「ガイド」の試用に至るのは保健師が

存在している事業場であることが示された．また，職場
のメンタルヘルス対策として，相談窓口と管理監督者と
の連携ができている事業場であることも示された．試用
のあった事業場からの「ガイド」に対する評価は，「か
なり役立つ」と「まずまず役立つ」を合わせて 76% と
高いことも示された．

本研究においては，「ガイド」の試用に至るには事業
場の規模は関連していなかった．しかし，事業場規模が
大きいほど職場のメンタルヘルス対策が進んでいること
が示されている5, 7, 8)．産業医の選任については労働安全
衛生法により事業場の規模による規定されており，保健
師を含む産業保健スタッフの雇用も進んでいる9)．本研
究が目的としているような新たな職場復帰支援のツール
の使用を促進するには，事業場の規模に関わらず，保健
師の存在が鍵となる可能性が示唆された．職場復帰支援
における保健師の活動については，畑中10) が示すよう
に産業看護職（保健師，看護師）が従業員本人からの情
報を収集し，産業医や職場の関係者との調整を行う役割
を担っていることにも通じる．「ガイド」の提供する専
門医療機関のサービス内容は，特に職場復帰支援に関す
る情報であり，事業場で利用する保健師が，従業員と管
理監督者，従業員と産業医，管理監督者と産業医等の多
重構造的な相互関係を理解している10) ためであると思
われる．

管理監督者の役割も大きく，職場のメンタルヘルス対
策において管理監督者を対象としたリスナー研修11) 等
が行われ，教育・研修制度の確立の必要性が述べられて
いる12)．河原田13) によると，管理監督者が望む職場の
メンタルヘルス対策に関する研修の内容は，心の健康問
題を持つ部下の個人的対応に関することと，職場環境の
問題やメンタルヘルスケア体制についての組織的対応に
関することである．管理監督者が，職場のメンタルヘル
ス対策における組織的対応ができるように，産業看護職
者は管理監督者を支援し，連携することが望まれてい
る14)．

事業場における職場のメンタルヘルス対策が進むこと

によって，ストレスチェックの実施をはじめ，職場復帰
支援のルール作りも促進している6)．対策が進んでいる
事業場では，新たなニーズが生じており，専門医療機関
にはリワーク支援のみならず，ストレスチェック後の面
接の支援を求める声も上がっている6)．「ガイド」のよ
うな職場復帰支援に活用できる情報や，新たなツールを
事業場に提供するには，保健師といった職場のキーパー
ソンへのアプローチが有効と考えられ，ニーズに合った
ものを開発し，産業保健総合支援センターから適切に提
供することが望まれる．

本研究の限界としては，ベースライン調査において有
効な回答が得られたのは 29 .5%と少なく6)，大阪府下の
事業場を代表していない可能性があることである．また，
ベースライン調査時の「ガイド」の認知率が39 .0%，利
用率が 8 .9%と低いことも問題である．本研究では，実
際に従業員が専門医療機関への受診や休職，復職に際し
ての利用時に使用をしたものではなく，試用するに至っ
た結果である．そのため，実際の従業員の問題の際にど
の程度役立つものであるのかという評価はできていな
い．本研究において，保健師の存在が「ガイド」の試用
に至る要因として示されたが，看護師も同様の傾向を示
していた．ただし，保健師と看護師では専門医療機関の
活用に違いがある可能性があり，今後専門職による情報
収集や活用についてさらに検証する必要がある．また，
事業場において存在率の高い衛生管理者は「ガイド」の
試用とは関連がみられなかったことから，「ガイド」を
利用した専門医療機関との連携は，衛生管理者には困難
さもあることが伺える．専門医療機関との連携を，小規
模事業場に浸透させるためには，衛生管理者等にも取り
組みやすくなるように，今後さらなる工夫が必要である
と考えられる．

このように本研究には多くの限界があるが，新たな職
場のメンタルヘルス対策のツールや情報を提供する際
に，産業保健総合支援センターが発信する方法を検討す
る一助となると期待している．
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Mental health promotion at work associated with utilization of the “Guide of 
Mental Health Professionals for Workers in Osaka”

by
Kumi Hirokawa*1 , 2 , Tamiyo Owaki*2 , Tetsuya Ohira*3 , and Shigeto Shigematsu*2

The Osaka Occupational Health Promotion Center provides information regarding the “Guide of Mental Health 
Professionals for Workers in Osaka,”, which gives psychiatric specialists in Osaka support for mental health promotion 
at work and return-to-work programs. The present study sought to reveal factors influencing mental health promotion 
at work associated with utilization of the guide. We sent 1,249 companies in Osaka a survey about their experience 
of utilizing the guide, and 369 responded. We contacted 336 companies that had never used the guide, and 214 returned 
the survey (response rate = 63.9%), while 208 companies that completed the survey regarding their trial use were 
analyzed. The results revealed that 113 companies used the guide, while 95 did not. Public health nursing, coopera-
tion with managers, training and seminars at work, cooperation with family, and occupational care for return-to-work 
were associated with increased utilization of the guide. Specifically, public health nursing was associated with an 
increase in utilization (OR = 2.34, 95% CI: 1.02–5.39), and less cooperation with managers was associated with reduced 
utilization (OR = 0.22, 95% CI: 0.07–0.65). These results suggest that the Occupational Health Promotion Center 
should target public health nurses to provide information for promoting mental health at work. 
Key Words: Occupational mental health, Occupational health staff, Public health nurse, Cooperation with managers, 

Occupational and clinical cooperation, Information provision 
*1 Baika Women’s University
*2 Osaka Occupational Health Promotion Center
*3 Fukushima Medical University
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